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 米国の戦略的ジレンマ：中国・ロシア・中東 

7 日のハマスによるイスラエルへの越境攻撃により、突如として不安定化した中東情勢は、既に中露

という二大国と対峙する米国にさらなる困難を突きつけている。中東では、米国が仲介して 2020 年

8 月に結ばれたアブラハム合意以降、緊張緩和の流れが続いてきた。その後もアフガニスタン撤退な

ど対中シフトを加速してきた米国だったが、ロシアのウクライナ侵攻に続き、中東での緊張が高まれ

ば、「最も重大な地政学的挑戦」（米国家安全保障戦略）である中国への備えにも制約が生じ得る。 

サリバン大統領補佐官（国家安全保障担当）は、米外交専門誌フォーリン・アフェアーズへの寄稿で、

「中東の危機は、米国が戦略的競争という新たな時代に備える必要があるという事実を変えることは

ない」と述べた。米国としては、イスラエル・パレスチナという国内政治的にも敏感な地域での紛争

を早期に収拾し、中露への対応に戦略的なリソースを集中させることが課題となる。 

なお、同補佐官は、米中競争について旧ソ連崩壊のような「変革的な結末」は予期していないとしつ

つ、競争相手のあらゆる行動が米国の利益と相容れないわけではないと述べ、中東における中国の仲

介外交についても肯定的に触れている。 

一方、南シナ海では 22 日、中国とフィリピンの船舶が衝突し、米国がフィリピンに対する条約上の

防衛義務に言及して中国をけん制するに至った。11 月に予定される米中首脳会談では、こうした複

雑化する情勢の中で、どのようなやり取りがなされるかが注目される。 

 

 米中が相次いで輸出管理を強化 

中国当局は 20 日、グラファイト（黒鉛）の輸出管理の見直しを発表した。12 月 1 日から一部品目を

管理対象から除外しつつ、リチウムイオン電池の負極材などに使用されるセンシティブ品目の輸出審

査を厳格化する。中国は 8 月にも半導体材料であるガリウム ・ゲルマニウムに対する輸出管理を強化

していた。 

グラファイトは電気自動車（EV）の普及に伴って需要増が見込まれるが、中国は世界生産量の約 65%

を占め、また負極材原料として使用するのに必要な球状化工程ではさらに高いシェアを誇っている。

日本を含む各国は経済安全保障上の重要鉱物の 1 つとしてグラファイトの安定供給を重視しており、

中国に依存しないサプライチェーンの構築や負極材の代替原料に対する注目は一層高まりそうだ。 

なお、米国は 17 日、昨年 10 月から実施している先端半導体関連の対中輸出管理をさらに強化する

と発表していた。競争が激化する AI の開発では大規模な計算能力が必要とされ、高性能な半導体の

需要は世界的に増大している。今回の措置により、米半導体大手・エヌビディアが対中規制を回避す

べく性能を落として開発した製品も新たに規制対象となったとみられる。今後は、半導体の物理的な

入手に加え、他国に所在するコンピュータに対するクラウド経由でのアクセスをいかに制限するかが

焦点となり得る。 
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 「経済安全保障」関連業種は拡大 

政府は、経済安全保障推進法に基づき安定供給確保を図る「特定重要物資」として積層セラミックコ

ンデンサーなどの先端電子部品を追加指定するとともに、既に「特定重要物資」に指定されている重

要鉱物にウランを加える方向で調整している。サプライチェーンの脆弱性の分析が進むのに伴い、今

後も品目が追加される可能性がある。 

こうしたテクニカルな意味での対象業種の拡大にとどまらず、経済安全保障政策の外延を広げる動き

も出ている。経済産業省は 31 日、「経済安全保障に係る産業・技術基盤強化アクションプラン」を公

表した。①産業支援策、②産業防衛策、③国際枠組みの構築の 3 本柱に沿って施策の方向性を示した

上で、今後の各業界や各国との対話を踏まえ、年明けにも同プランのレビュー・改訂を行うとした。

比較的限られた業種への支援や規制を定めた経済安全保障推進法の枠を越え、「経済安全保障」を切

り口とした包括的な産業政策を推進するための布石と言えそうだ。 
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